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Ⅰ はじめに
中京大学経営学部創立記念号 (1991) に拙稿
『日米構造協議からのインパクトと家電業界に
おける流通系列化』 を執筆して, はや 20 年の
歳月が流れ〈中京経営研究〉経営学部設立 20
周年・中垣昇教授退職記念号への寄稿の連絡文
書を拝受した｡
拙稿 『日米構造協議からのインパクトと家電
業界における流通系列化』 を執筆した当時, 日
米構造協議において大店法 (大規模小売店舗法)
とともに複雑怪奇な日本の流通機構の一つとし
て家電業界の流通系列化が問題視され, 新聞紙
上をも賑わせていた｡ そして筆者はその拙稿の
最後のフレーズを ｢実体の変化と歴史的変遷を
整理し, 可能な限り将来への展開方向をも見極
めながら現実をより正確に見直すならば, アメ
リカ側がそれほど神経質になる必要のない実体
という認識も出てくるのではなかろうか｡｣ と
結んでおいた｡ それは当時の一般的認識が 『幽
霊の正体見たり枯れ尾花』 的杞憂に過ぎないも
のであり, さまざまな予兆の中で, この時点で
はすでにタイムスケジュールを含めて, 家電メー
カーによる系列販売店網の消滅と家電専門量販
店の圧倒的展開の姿を脳裏に描きそれへの確信
をもっていたからに他ならない｡ 20 年後のい
ま, それがわれわれの眼前に現実化しドラマティ
ツクな展開をみせているのは周知の通りである｡
そしてこの議論の筆者としての源泉は, 昭和
38 (1963) 年の拙稿 ｢ディスカウント・ハウス
とこれからの家庭電器店｣ のアイデアにまで遡
る｡ 本稿では, 今も保存してあるその原文をオ
リジナルのままここに再現しそれを糸口に, 家
電業界の流通系列化のスタート時点から現在に
至るまでのエボリューション (進展) を回顧す
る中で, これと密接に係る機会を与えられた筆
者の実務体験をも紹介しつつ ｢マーケティング
という実践科学における理論と実践｣ というテー
マについても独自の視角から論述してみたい｡
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Ⅱ 日立ビジネス・レポート No. 2
(1963 年 11 月号) 掲載の拙稿の複製
｢ディスカウント・ハウスと
これからの家庭電器店｣
1. 緒言
スーパー・マーケット, ディスカウントハ
ウス, SSDDSといったマーケティング・チャ
ネルに関する用語が新聞紙上を賑わすように
なってからすでに久しいが, われわれ家電業
界においても神戸の星電社といったものが圧
倒的スケールに成長し, 脚光を浴びるように
なり専修生諸兄の関心も高まると同時に, こ
れらに対抗する一般家庭電器店のあり方が真
剣に議論されるようになって来た｡ そうして,
これは一般的傾向であるが, これらのいわゆ
る新しい小売形態に関する議論に際しては,
流通革命ということばが一般化したためか,
これを革命児として何か神秘的威力を潜めて
いるかのような見方があるが一方, 極端に対
照的に全くこれを無視してしまっているよう
な見方が存在する｡ そうして両者とも極めて
皮相的な見解であるように思われる｡
そこで本稿では星電社の意味するものを,
アメリカにおけるディスカウント・ハウスの
変遷過程と対比しつつ考察し, そこからこの
問題の本質を議論すると同時に, 今後の家庭
電器店のあり方の一端について, 筆者の見解
を述べてみたい｡
2. 星電社の概況
周知のこととは思われるが, まず順序とし
て簡単にそのアウトラインを示してみよう｡
同社は家庭電器品を中心とし, その関連商
品をも販売する小売店であり, 昭和 20 年 11
月合資会社星電社として発足し, 昭和 24 年
に株式会社星電社に組織変更され, 同年 3月,
現在地三宮町 1丁目センター街に移転, 現在
のような発展ぶりをみせるに至っている｡
資本金 ：1,800 万円
(昭和 37 年 8 月現在)
従業員数 ：350 名
(昭和 38 年に 100 名採用)
営業所店舗：1階 260 坪 2 階 260 坪
合計 520 坪
支店 ：建設中のものを含め 5カ所, 他
に本社事務所, 倉庫など
平均利益 ：16％
また同社の年間売上高および成長率予想は第
1図の通りである｡
その他ここで示して置くべきポイントを列
記すれば次のような点が挙げられよう｡
・同社の立地するセンター街は神戸地区で最
高の立地条件を占めるものであるが, 同地
区内の隣接したところにスーパーマーケッ
トであるダイエーおよび大丸百貨店神戸支
店があり, 三者が互いに競合している｡
・祖利益 16％は同社の方針であり決して単
なる安売り屋ではない｡ しかし神戸地区に
おける価格面での影響力は, 極めて大きい｡
・配達アフター・サービスその他のサービス
面も充実しており, 且つ合理的方法がとら
れている｡ (たとえば配達日を地区ごと決
めているなど)
・従業員教育も, かなり徹底しており, 店員
の応待や製品知識にも, それが反映されて
いる｡
・販売促進策としては地味ではあるが, 着実
な方法がとられており一度購入した顧客に
対しては必ず 3回のダイレクト・メールを
実施している｡
以上, 後述する議論の伏線として, そのア
ウト・ラインを簡略に述べたが, とくに議論
の焦点となるのは第 1図に示されたような急
テンポの成長ぶりと, このような急成長をも
たらした要因は何かということであろう｡ そ
うして星電社の場合, それは単に他の店より
安く売ったという結果からのみもたらされた
ものでないこと 初期のある時点までは,
アメリカのディスカウント・ハウスがそうで
あったように価格訴求にウエイトが置かれ,
そのイメージの滲透が, 大きく貢献している
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ことは確かであるにせよ は東京におけ
る秋葉原・大阪における日本橋などと対比す
れば自明のことであろう｡
では一体どこにその要因を求めることが出
来るのであろうか｡ これをアメリカにおける
ディスカウント・ハウス変遷のプロセスおよ
び現状との対比の中で捉えてみたい｡ なぜな
ら星電社の成長過程自身がアメリカのディス
カウント・ハウスのそれと酷似しており, ア
メリカにおけるディスカウント・ハウスの動
向を慎重に研究し, それを巧みに自己の経営
の中に, とり入れていると思われるフシがあ
るからである｡ 従来より日本の小売形態は時
間的ズレを伴って, アメリカのそれと同じよ
うなパターンを示しているが, 神戸地区にお
ける星電社, ダイエーおよび大丸百貨店の関
係はアメリカにおける, ディスカウント・ハ
ウス, スーパーケット, 百貨店の関係を縮図
にしたようなものであると考えられないこと
もない｡ けだし合理性の追求ということに関
しては, 洋の東西を問わず同じ方向に帰着す
るのではないだろうか｡ そうして, このよう
な要因の解明にこそ, これらに対する対抗策
を考えるベースがあり, 今後の家庭電気店の
あり方の一端を示す何ものかが潜んでいるよ
うにおもわれるのである｡
3. アメリカにおけるディスカウント・ハウ
スの変遷
ディスカウントハウスは食料品を中心に取
扱うスーパー・マーケットと混同して論じら
れることがあるが そしてアメリカにお
いても SSDDS (Self-Service Discount De-
partment Store) といったようにミックス
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化された形態のものが多く出現しているよう
であるが, 1960 年のアメリカ・マーケティ
ング協会の定義委員会が定義したものによる
と, ディスカウント・ハウスは, 主として耐
久消費財を取扱い, 価格訴求を競争の基盤と
し, 顧客へのサービスを最小限度に止め相対
的に低い値入率で営業活動を行っているよう
な小売機関を指しているようである｡ もちろ
んディスカウント・ハウスは, 百貨店, スー
パー・マーケット, 専門店といった他のあら
ゆる小売形態に影響をあたえると同時にディ
スカウント・ハウス自身, 本質的に重要な変
化を遂げているものであることは後述する通
りであるが, 初期のディスカウント・ハウス
は, 上の定義のごとく, 価格訴求を強調し,
設備その他には最小限度の投資しか行わず郊
外に立地するものであった｡ しかし, その後
のディスカウント・ハウスの成長を支えたも
のは決して価格訴求だけではなかったようで
ある｡ もちろん価格訴求は, ディスカウント・
ハウスに対する消費者の愛顧動機 (Patron-
age motives) の主要なものの一つであり,
たとえば新しい自動車やボート, パリ旅行,
子供の大学教育といった面に資金を注ぎ込む
ためディスカウント・ハウスでドルを節約で
きることは歓迎されることであり, とくに,
新婚家庭を持ったような Younger Families
においては, そのような傾向が著しかった｡
そうしてナショナル・ブランドに対する高度
の信頼感から, そのような商品の購入に際し
ては販売機関を吟味しなくなったという背景
が存在したこと, そうしてディスカウント・
ハウスの取扱商品が主として一流の
Branded Goods であって, このような一流
メーカー品を格安に購買できるという魅力が
消費者にアピールしたことは, まぎれもない
事実であった｡
しかし初期の段階はともかく価格訴求だけ
がディスカウント・ハウスの魅力でなかった
ことは, Meyers Survey の結果でみても,
ディスカウント・ハウスに対する消費者の愛
顧理由のリストの中で価格の占める地位はか
なり下位になっており便利な立地, よいパー
キング施設, セルフ・サービス, 店員の威圧
感なしに自由に買物ができる雰囲気といった
ものの方が, より上位にランキングされてい
ることでも理解できる｡ つまり価格訴求で出
発したディスカウント・ハウスも時間の経過
につれて, スーパー・マーケットの場合がそ
うであったように同一地域でディスカウント・
ハウス同志の競争を迫られるようになり,
1960 年初頭から, つぎのような基本的変化
をみせはじめてきたのである｡
・価格と同時にコンビニエンス (Conven-
ience) という基盤に立って顧客をひきつ
けるため, より大きく, より選択された立
地条件を追求するようになった｡
・店装や設備の魅力化のため, 相当な費用を
かけるようになった｡
・配達, 賦払商品の取換え, トレーディング・
スタンプといった多くの顧客サービスを加
えるようになった｡
・人的販売サービスのレベル・アップ
・取扱商品の多様化 (衣料品などいわゆるソ
フト・ラインといわれるものなどを含めて)
・プライベート・ブランド (Private Brand)
の導入｡
このような傾向は競争のためディスカウン
ト・プライスが一般化してしまった結果, そ
れが消費者の愛顧理由の主要なポイントとし
ての比重を次第に低下させたという認識から
出たものと考えられ, オーソドックスな小売
機関である百貨店もディスカウント・ハウス
の影響でかなり強い打撃を受け 1970 年
までには, ディスカウント・ハウスは現在デ
パートがもっているより大きなマーケット・
シェアを占めるであろうという見方もある｡
対抗上同一店舗内でハイ・ファッショ
ン部門とディスカウント部門を経営して行く
か, あるいは従来の店舗は高級化するが, 別
のディスカウント組織を開設するという二つ
の方向にその戦略を展開しているようである｡
日本の百貨店でも同様な現象がみられるのは
周知のところであろう｡ もちろん日本の百貨
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店が小売業界のリーダーシップを失っている
わけでなく, M. McNair 教授が, Vulner-
ability ということばで評しているアメリカ
の百貨店とは若干事情は異なるにしてもであ
る｡
また, 飽和状態に達したスーパー・マーケッ
トも, 食料品部門をディスカウント・ハウス
が扱うようになり, しかもその場合, この部
門全体をロス・リーダー (Loss Leader：囮
商品) 化したことから打撃を受け, 食料品中
心から非食料品部門へ積極的進出を図るよう
になり, その導入は店の性格の基本的変化を
要請するようになっている｡ たとえば, グラ
ンドウエイ・ディスカウント・センターにみ
られるように, それ自身のワン・ストップ・
ショッピング・センターを建設し, 食料品部
門はその一部にすぎないといった例もみられ
るところである｡
つまり, 百貨店もスーパー・マーケットも
ディスカウント・ハウスの行き方をとり入れ,
三つのものが, 同じ方向に進みつつあるとい
えるのではなかろうか｡ そうして, これは小
売機関のもつべきあらゆる必要性への適合化
を意味するものと言えよう｡
以上のようにディスカウント・ハウスも価
格訴求中心から他の愛顧理由への適合を図る
ようになってきたことを述べたが, 価格訴求
以外の愛顧理由についてもう少し詳しくみて
みたい｡ それらを列記すれば
・まずディスカウント・ハウスの成長過程で
ディスカウント・ハウスの営業時間が他の
伝統的小売機関のそれより長かったこと,
とくに夜間営業, 日曜日営業が顧客をひき
つける大きな要因となった｡ つまり消費者
に時間的コンベニエンスを与えたこと｡
・ディスカウント・ハウスの格式ばらない雰
囲気や自動車部品, スポーツ用品といった
部門の設備が, 男性顧客を買物というプロ
セスに参加させる方向へと導いたこと｡
・多くのディスカウント・ハウスが郊外に立
地したことは, Family Shopping に便利
な機会を提供したこと｡
つまり立地条件から消費者にコンベニエン
スを与えたこと｡
さらに W. R. デビッドソン (W. R.
Davidson) 氏の説に拠りながら今後のディ
スカウント・ハウスにおいて強調されるべき
価格訴求以外のマーチャンダイジング戦略を
挙げるならば
・魅力的な店の雰囲気｡
・消費者の要求に適合するバランスある商品
構成｡
・顧客関係における高水準の倫理性｡
・刺激的ではあるが信頼感のおけるプロモー
ション｡
・セルフ・サービスと人的販売の巧妙な組合
せ｡
・店の個性化
・価格は小売活動によって提供した付加価値
を反映したものであること｡
などの諸点があげられよう｡
4. 星電社の魅力と家庭電器店
以上, ディスカウント・ハウスを成長させ
た要因, 愛顧理由についてみてきたが, これ
らの一つ一つを星電社にあてはめてみた場合,
正しく, すべてが当てはまるといえるのでは
なかろうか｡ 順を追って考えてみると
・立地条件は先述の通り神戸地区で最高のも
のである｡
・商品量の豊富さ, きめ細かいディスプレイ・
デモンストレーション設備への配慮から,
店の雰囲気は, きわめて魅力的である｡
・商品構成も家庭電器品の場合ほとんど全メー
カー全機種に近いものを取揃えると同時に,
関連商品 (たとえば洗濯機の隣に洗剤) へ
の配慮も忘れずワン・ストップショッピン
グの傾向にもマッチする体制をとっている｡
このようなスクランブルド・マーチャンダ
イジング (Scrambled merchandising)
は世界的傾向である｡
・階段正面には福沢諭吉のことばを引用した
“いましめ”を掲げ, あらゆる機会をとら
え, 同社のモットーである“正しい商人道”
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を社の内外に訴え, 倫理的にも高い目標を
討ち出している｡
・販売促進策も派手ではないが, ダイレクト
メールなどの活用により もちろん,
その前提に十分な顧客管理がある 着
実な効果をあげている｡
・セルフ・サービス, セルフ・セレクション
が顧客の購買心理にマッチするものである
ことを理解し, 来店客が商品選択を行って
いる間は決して店員は近づいて声をかける
ようなことはしない｡ しかし十分な説明を
要する家庭電器品の性格を考えて巧妙な
POP 広告を行うと共に, 一旦顧客から質
問を受けた場合, 完全な説明が出来るよう
店員に対する製品教育は徹底している｡ 同
店を見学した, あるチェーンストールの店
主は 17～18 才の女子社員が業者もたじた
じするほどの商品知識をもっていたことに
驚嘆のことばを発している｡ つまり, セル
フ・サービスと人的販売を巧妙に組合わせ
て心憎いばかりである｡
・店の個性化という点でも, 星電社に対し消
費者がもっているイメージは, かなりはっ
きりしている｡
・価格も平均祖利益率 16％という線で決定
されており, 決して乱売といえる類のもの
でなく, 大量仕入, 大量販売の妙味を満喫
しつつ他店に対する優位性を誇っているも
のである｡
このように星電社のもつ性格を一つ一つ浮
き彫りにしてみると, 初期においてはアメリ
カのディスカウント・ハウスと同様に価格訴
求を強くうち出した時期があったにせよ, 現
在のそれは, きわめて合理的基盤の上に立つ
オーソドックスな大型家庭電器店であり, 家
庭電器店として具備すべき資質を, あらゆる
角度から周到に検討し, これにマッチすべく
細心の努力を払っているものであることを伺
い知ることができよう｡ ダイナミックな時代
の動向に対応して着実に払ってきた努力の集
積が今日の星電社を築いたものと言えよう｡
そうして, この事実にこそこれからの家庭電
器店に示唆を与える何ものかが潜んでいるの
ではなかろうか｡
これからの家庭電器店は, 自己のもつべき
資質が何かということをもう一度, 整理・反
省し, アフターサービスの充実に, コンサル
ティング・セリングに, 商勢圏の確立に一層
の努力を傾注し, その地域の特殊性に応じた
戦略を展開すべき時期にあるといえよう｡
すべて終局は, マーケティングの基本原則
に帰するということであり, 現在, 家庭電器
の流通段階にみられるダイナミックな動向も,
W. R. デビッドソン氏らもいうように革命
(revolution) としてではなく新しい進展
(evolution) として理解したいと思うのであ
る｡
Ⅲ 家電業界の流通系列化と筆者に与
えられたユニークな背景
上掲の拙稿は, 日立販売専修学校の機関誌で
ある日立ビジネスレポート No. 2 (昭和 38 年
11 月号) に専修生を主たる対象としてインス
トラクターを終える時点で発表したものであり,
これからの論述を進めるためにも, それとの関
連を含めて筆者の個人的キャリアやその背景に
ついて紙幅を割いておかねばなるまい｡
まず大学院博士課程在学中に指導教授である
宇野政雄教授から ｢大学院の博士課程を修了し
てそのまま教員になるのはどうかと思う｡｣ と
いうご指摘はしばしば受けたが, それは学問と
ビジネスの調和を謳った明治三十六年の早稲田
大学商科設立趣意書の精神をモットーとされ,
旧海軍のエリート集団・短現 (短期現役士官制
度) を経て二十歳代の初めに海軍省艦政本部海
軍主計大尉として軍需工場の監督にあたられ
(オート三輪車の公定価格を決定されたという
話も聞いた記憶がある) 終戦後, 母校の教壇に
立たれた同教授のご経験の中から生まれた動か
し難い信念に基づくものであったと思われる｡
筆者は幸いにも大学院博士課程終了後, ㈱日立
製作所に入所し 6年の実務経験を経て中京大学
で教鞭をとる機会を与えられ先生のご指摘に沿
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う形で研究者生活のスタートを切ることが出来
た｡ それは昭和三十六年, 早稲田大学就職課か
ら大学院博士課程終了予定者でマーケティング
を専攻した者という要請が㈱日立製作所人事部
からあるとの連絡を頂き, 一人だけの入社試験
を受けるチャンスに恵まれ, 当時の大西定彦副
社長 (入所後渡された会社案内で日立ナンバー
2のビッグマンであることを知った) の面接を
経て採用されることになったことから始まる｡
㈱日立製作所入所後, 日立工場, 横浜工場, 東
京営業所, 本社収計部, 日立家電㈱などさまざ
まな事業所で一年間の研修を受け, 本社家電事
業部に企画部員として配属後, 直ちに日立販売
専修学校のインストラクターを命じられた｡ 日
立販売専修学校とは日立の特約店 (当時, 日立
の大手特約店では大卒者を年間 200 名以上も採
用するところもあった) の社員 20 名に日立サ
イドからの 5 名を加えた計 25 名を 1 クラスと
し, A. B. C, D の 4 コース編成で, 大卒は 2
年以上, 高卒は 5年以上の実務経験者を対象に,
一ヶ月間全寮制で夜も宿題を出して勉強させる
という厳しい教育研修機関であった｡ 筆者もい
きなり C (マーケティング) コースの担当とい
うことになり (日立家電㈱本社から出向のベテ
ラン兼先インストラクターと 2人で) それぞれ
1 コマ 3 時間半の講義を月に 10 数コマ担当す
ることになった｡ Cコースの外部講師としては
当時の横浜国立大学の久保村隆祐教授 (後に横
浜国立大学学長) と同じく横浜国立大学の長洲
一二教授 (後の神奈川県知事) にそれぞれ毎月
1回づつ出講願っていた｡ 専修生の中には筆者
より遥か年上の人も多かった｡ 例えば旧陸軍幼
年学校卒で 19 歳で陸軍少尉任官と誇らしげに
自己紹介した人, 一年間の研修中にいろいろと
説明してくれた日立家電㈱の主任, 今も保存し
てある専修生名簿に昭和 22 年神戸経済大学
(現在の神戸大学) 卒と記入されている人など
毎月の履修者名簿を渡される度にプレッシャー
をを感じることもしばしばあった｡ 米田ヘッド
インストラクター (偶然にも府立 8中で宇野教
授の先輩だった人) からは, 相手は実務経験者
で貴重な時間を一ヶ月も仕事を休んできている
人達であり理論走ったことをくどくど講義した
りしたら直ぐにソッポを向かれるぞとの注意を
受けたことを今も鮮明に想起している｡ したがっ
てマーケティング・コースの講義内容や課題の
設定においては実践科学であることを常に意識
しつつ戦術レベルの問題にせよ戦略レベルの問
題にせよ現実に役立つものであるべきことをモッ
トーにし, スライド写真などを利用して平易に
講義するための工夫に努め, 何とか切り抜ける
ことができた｡ 論理や言葉のお遊びで終始する
ような姿勢では任務の遂行は到底覚束なかった
であろう｡ また鈴木万吉校長が ｢一番, 勉強に
なるのはインストラクターだろう｡｣ と言われ
たが, 北は北海道, 南は九州まで全国から集ま
られた専修生から生の質問を投げかけられなが
ら悪戦苦闘した経験は何ものにも代え難い貴重
な経験であったし, 7 人のインストラクターに
与えられた図書予算が大卒の初任給 20,000 円
未満の当時に 20,000,000 円であったことは今
も記憶に残っている｡
そのインストラクターとしての職務を曲がり
なりにも無事終了後, ㈱日立製作所本社家電事
業部企画部に復帰した数日後, 女子社員から
｢ タカト が, お呼びですから来てください｡｣
との連絡を受け, その人の前に出向くことになっ
た｡ 日立では姓が同じ人が複数いる場合, たと
えば高橋姓が 3 人いる場合, 一番上位の人が
タ であり, 2 番目の人が タカ であり, 3
番目の人は高橋敏男の名をとり タカト という
ように略称が決められ社内文書の宛名などはす
べてこの略称が用いられ漢字で氏名を全部書く
ような無駄は省くことが慣習化されていた｡
そして, この高橋部長との初対面でまず発せ
られた第一声が ｢俺は大阪商人や｣ であったこ
とは今も鮮明に記憶している｡ この眼光鋭く長
身の元陸軍将校・高橋部長の続く言葉はぼそぼ
そと不明瞭でなかなか聞き取り難くかったが耳
を澄まして聴いていたところを要約するならば
｢今度, 自分が日立家電㈱本社の販売企画部長
に着任することになるが企画課長は兼務する｡
ついては直属の企画課主任 (日立では係長と呼
ばない) として付いてくるかどうか？｣ という
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ことで, その返事を問うものであった｡
この高橋部長こそ小売段階における日立系列
販売店 ｢日立チェーンストール｣ の生みの親つ
まり日本の家電業界に系列販売店制度を導入し
たその人であったことを, そして社内でも有名
な厳しい部長であることをある課長から聞かさ
れた｡
しかし早合点すれば系列販売店政策に批判的
とも採れる上掲の拙稿を読んで貰っているのか
どうかも不明のまま承諾の返事をするために同
部長の席に赴いた｡ 自分の席で待機するよう指
示されて暫く経った後, 西社長から呼ばれたが
君も一緒に来るようにとのことなので随伴せよ
との指示を受けた｡ 社長室に入って, 高橋部長
の開口一番の言葉が初対面の時の語り口とは全
く別人のように実にクリアであり発言内容も極
めて明快であったのには驚かされると同時に安
堵もさせられた｡ けだし配属後に指示される言
葉が聞き取れないのではないかという危惧の念
をもったことは全くの杞憂に過ぎなかったと感
じたからである｡
高橋部長から日立系列販売店 ｢日立チェーン
ストール｣ 発想の経緯や家電市場への参入にま
つわるストーリーを聴かされたのはその後のこ
とである｡
Ⅳ 家電業界における流通系列化のス
タートとその変遷
Ⅳ. 1 日立系列販売店 ｢日立チェーンストー
ル｣ の誕生と他メーカー系列店の追随
2010 年 7 月 19 日付けの朝日新聞が 『100 年
の日立 再生なるか』 という記事を特集し 『日
立製作所は 1910 年, 日立鉱山 (当時) で使わ
れていたモーターなどの修理工場として始まっ
た｡ 創業の地は, 鉱山のふもとの広さ 40 坪ほ
どの小屋｡ 日立鉱山の工作課長で, 当時 36 歳
の小平波平 (おだいら・なみへい) 氏が, 職人
5 人らで始めたベンチャー企業だった｡ 戦後,
高度成長の波に乗って事業を拡大｡ 1950 年代
以降, 家電事業に乗りだし ｢総合電機｣ の地位
を固めた｡』 と報じている｡
筆者が入所した昭和36年に日立はフォーチュ
ン誌による世界企業ランキング (アメリカを除
く) で 24 位にランクされ, 日本で No.1 の大
企業に成長していたが, その家電事業部門をス
タートさせるための核となったのもやはり数名
であったと聞いている｡ そして新規に何かを始
めようとする時の常である通り社内でも様々な
反発や障壁がある中でそれらを取り除きつつ大
きなビジョンと意志を貫徹した人々の存在を忘
れてはなるまい｡ 筆者が日立退社後かなり経っ
てから高橋部長に聞いた話であるが, 多賀工場
と協働して造った電気掃除機の試作品を誇り高
き技術畑役員のところに持参したときも ｢こん
な玩具みたいなものに日立マークを付けて｣ と
足蹴にされたとのことであった｡
また当時, 大阪営業所所属の高橋部長が小売
販路開拓のためにラジオ店に出向いたが松下や
東芝は (ナショナルラジオやマツダランプなど
を通じて) これらラジオ店とすでに一定の関係
を構築していたのに対し, 重電出身で新参者の
日立は容易に受容れて貰えなかった｡ このまま
では家電製品は造れても流通段階からハジキ出
されてしまうのではないかと危惧した高橋部長
が想い悩んだ末に到達したのが系列販売店構想
であった｡
すなわち量産される家電製品の安定的かつ全
国的小売販路として利用でき将来も太いパイプ
たり得る有望な対象は, すでに家電製品を扱う
一応の技術と知識をもつ従来のラジオ店 (全国
に約 5万店) しか考えられなかったが, それら
にアプローチした結果として得られた感触は決
して甘いものではなかった｡ しかしこれらのラ
ジオ店も来るべき家庭電化時代に備えて脱皮す
るには, 自転車の後に積んでラジオを運べた時
代とは異なり, テレビや冷蔵庫や洗濯機を各家
庭に配送するための運搬手段すなわちオート三
輪車や小型トラックが不可欠になるであろうし
店舗も拡張・改装することが必要になってくる｡
そこに着目し, そのための資金その他を日立が
支援する代わりに日立系列店として日立製品を
メインに販売して貰おうというアイデアが浮上
した｡ 大阪商人の損して得取るの精神ともいう
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べきか？ かくして“野武士の日立”が家電業
界に強引に参入するアイデアが切迫した現実の
中で構想され, 高橋部長の言によれば経済雑誌
を読んでいて眼についた系列という言葉からヒ
ントを得て日立系列店・日立チェーンストール
というネーミングが思い浮かびそれが上申され
て実現に結びついたという話であった｡
すべての事象の萌芽期について, その詳細を
記した記録が入手できるわけではないが以上の
ような私的会話をベースにして議論を進めるこ
とは ｢自己証明は証明に非ず｣ といわれるであ
ろうし非科学的との謗りを免れることも出来ま
い｡ そのような状況の中で幸運にも入手するこ
とができ現時点においても大切に保存してある
資料に裏打ちして貰いながら議論を進めて行き
たい｡ その資料とは ｢マーケティングと広告｣
誌 (電通刊) の昭和 36 年 8 月号に当時の三菱
電機㈱商品企画部販売促進課・石川栄治氏が寄
稿されている ｢変貌する家庭電器のマーケティ
ング・チャネル｣ という論文である｡ 電通発行
で全国カバーの定評あるマーケティング専門誌
に掲載され, 有力な同業他社・三菱電機㈱の然
るべき立場の人が在職中に天下に公表された論
文であり, その信憑性と客観性を問われる余地
はあるまい｡ その論文には, 日立が日立系列販
売店 ｢日立チェーンストール｣ をスタートさせ,
松下が ｢ナショナル・ショップ｣ で巻き返した
経緯を 『昭和三十二年七月, 日立が, 日立商品
販売店の増設を契機として, 日立に対する協力
度の強い小売店を次々と ｢日立チェーン・ストー
ル｣ の名のもとに最終販売店系列化の火ぶたを
切った｡ これが直ちに, 松下を刺激して, 従来
ナショナル・ショップ製品取扱店を対象として
｢ナショナル連盟店制度｣ を根底からゆさぶら
れる結果となり ｢ナショナル連盟店｣ のうち有
力店を ｢ナショナル・ショップ｣ として系列化
の巻き返し作戦に出た｡ (昭和三十二年十二月)
｢ナショナル・ショップ｣ の公開されているノ
ルマは, 七十％以上ナショナル製品を陳列販売
することを目標としたものである｡』 と描写し,
東芝, 三菱がこれに追随する状況を追記してい
る｡ その詳細については, 中京大学経営学部創
立記念号 (1991) の拙稿 『日米構造協議からの
インパクトと家電業界における流通系列化』 を
今一度参照して頂きたい｡
Ⅳ. 2 家電業界の販売店系列化への視角と導
入時点における限界への認識
既述のような経緯で導入され家電業界にもた
らされた系列販売店政策であるがここで銘記し
ておきたいことが一つある｡ それは高橋部長が
系列販売店政策導入当初からその限界をはっき
りと意識しつつスタートさせたということであ
る｡ 後日ではあるが筆者は明確にそれを聞かさ
れていたこと, そして家電部門参入にあたって
高橋部長が脳裏に描いていたビジョンの一環と
して下した意思決定であったという事実である｡
筆者が昭和 32 年初頭に提出した修士論文
｢配給経路とその選定政策に関する一考察｣(1)
の結語の最後は ｢かかる配給経路選定という問
題は非常に困難で複雑なものであるが, しかし,
これは事業のマーケティング活動を考える場合
の最も基本的な問題であり, 適当な配給経路が
採られていてこそ, はじめて, すべてのマーケ
ティング活動が所期の目的を達成し得るといえ
る程重要なものである｡ すべての製造業者はか
かる配給経路とその選定政策の重要性を認識し,
外的変動を考慮しつつ不断に自己の配給経路を
検討し最も適当なる配給経路とその選定に意を
注ぐべきであろう｡｣ と結んでいる｡ 当時まだ
このテーマに関しては参考文献が少ないことを
宇野教授から指摘されながらも主としてアメリ
カの関連文献を渉猟しつつ, カーボン 3枚連写
で手書きしたこの論文は未だ擦れもしない状態
で手元に残っている｡ 参考文献の一つである
C. F. フイリップス教授と D. J. ダンカン教授
の“Marketing”1955. に“Frequent Review
and Appraisal of Chnnels Chosen”というタ
イトルの下で ｢配給経路が選ばれた時, メーカー
の仕事はそれで完了した訳ではないことを再び
強調しておかねばならない｡｣ と述べていたの
は論文作成中つねに頭においていたところであ
る｡ マーケティング・チャネルはマーケティン
グ・ミックスの構成要因の一つであると同時に
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決定要因の一つとして戦略的意味をもち, また
その選定に影響する諸要因は常に変化するもの
であり不断の研究課題であるという意識の中で
論述した記憶が今も甦ってくる｡ そして冒頭に
掲げた拙稿 ｢ディスカウント・ハウスとこれか
らの家庭電器店｣ を発表したのは日立入社 2年
半後のことであった｡
家電業界における流通系列化についての直感
的印象は, マーケティングの基本コンセプトす
なわち生活者を発想起点としたシステムではな
く生産者志向・売手志向のシステムであるとい
うことであった｡ けだし, それが複雑な理論構
築の産物として誕生したわけではないし, また
流通支配といったことを目論んでいたわけでも
なく, 既述のように高橋部長が系列販売店政策
導入を構想した当初からその限界をはっきりと
意識しつつも, その時点で最大の参入障壁と目
された家電の小売販路からハジキ出されるので
はないかという危機感に苛まれながら荒武者の
本領を発揮し"野武士の日立"を重電分野に加え
て家電分野にも参入させるべく切羽詰って強行
した現実先行型の解決策であったことに思い至
すならば当然の帰結として理解できよう｡
では何故, 家電分野を新たな戦略的ドメイン
として意識し, それ程までに新規参入に固執し
たのであろうか？ここで家電業界で系列販売店
政策が実行された後に, 電通が実施した家電 7
社に関するイメージ調査結果 (8 項目による)
を示すレーダーチャートとも照合しながらこの
日立系列販売店 ｢日立チェーンストール｣ 導入
についていま少し考えてみてみたい｡ このレー
ダーチャートにおいて, A社は日立であり, B
社は松下, C社は東芝であることは容易に理解
できよう(2)｡
このレーダーチャートに示されているイメー
ジ通り日立はとくに第二次世界大戦中および戦
後に大きく蓄積された独自の強い国産技術力を
保持し, 充実した研究設備と優れた人材を誇る
巨大電機機械メーカーとして多様な製品群 (重
電機, 車輌, 産業用機械などを中心に) をもつ
が, 生産財メーカーとしての色彩が濃く, いわ
ゆるインダストリアル・マーケット (最近では
ビジネス・マーケットさらには組織マーケット
と呼ばれる) を戦略的ドメインとしていた｡ 従っ
てその業績は景気変動に敏感に連動し浮き沈み
が激しい傾向が強かった｡ そのように景気感応
度の高い組織特性を是正し全体的バランスを良
くするためにも家電分野への参入は総合電機機
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械メーカーとしての日立にとって望ましい戦略
的ドメインの拡張であったといえよう｡ しかも
上記のレーダーチャートにもみられるようにイ
メージ面でも高級製品, 優秀な技術者, 伝統,
規模, アフターサービスなどの項目で“技術の
日立”に与えられた高い評価と優位性はニュー
エントリーには極めて好都合な強味であった｡
現実的にも“モートルの日立”といわれ商品事
業部で培われていたその技術は多くの家電製品
における核心的構成要素として存分に威力を発
揮したといえようし, テレビのブラウン管も他
社への供給源であった事実など技術的優位性は
上記のイメージとともにニューエントリーをプッ
シュする積極的条件として作用した｡
また経済白書が ｢もはや戦後ではない｣ と叙
述し高度大衆消費社会への道を辿りはじめた日
本経済の中で, 戦後の日本人が映画などを通じ
て憧れたアメリカ式ライフスタイルへの夢をか
なえてくれるテレビ, 冷蔵庫, 洗濯機などの三
種の神器をはじめとするホーム・エレクトロニ
クス分野は長期にわたって時代のキー・プロダ
クトを連続的に生み出すことが予想される成長
性に富む極めて魅力的な戦略的ドメインと考え
られた｡
その後かなりの時間的経過を経てではあるが
企業の多角化戦略発想のための理論として登場
したアンゾフ・モデル(3)や一時期世界を風靡し
たポートフォリオ・マトリックス理論(4) (BCG
の動物園でいうキャツからスターへそしてキャッ
シュ・カウ＝金の成る木へという通りの展開で
日立の家電部門が全日立売上の 30％以上を占
めた時期もあった) さらに SWOT分析(5) (“技
術の日立”がもつ Strength：強みをOpportu-
nity：好機に結びつけ家電分野への参入を達成
した) に照らしてもその慧眼と実行力には敬意
の念を表しておきたい｡
Ⅳ. 3 日本における特異な家電流通機構形成
と崩壊へのプロセス
系列販売店政策をツールとして日立の家電部
門参入が可能になったことは日立グループ全体
の成長に貢献したのみならず日本の家電産業全
体にとっても競争促進や技術水準向上に寄与す
ることとなり世界最高レベルの家電産業構築の
一端を担ったといえよう｡ しかし日立の家電部
門へのニューエントリーを可能にしたその系列
販売店政策は某後発メーカーが少し遅れて家電
への参入を試みた時点では約 50,000 店強のラ
ジオ店のほとんどがいずれかのメーカー系列店
に色分けされており食い込む余地のない参入障
壁として作用し折角の投資を無駄にして断念せ
ざるを得ない結果をもたらした｡ けだし一つの
事象の功罪を論じるとき時間の要素や背景上の
変化さらには主体側のポジショニングなどに着
目しながらフレキシブルに議論を進めることが
必要になってこよう｡
日本の家電業界はマーケティング的にみて最
も早くテイクオフ (離陸) した業界の一つとい
われ, またその一社のみで他産業の全体規模に
匹敵するといわれてきた｡ その巨大産業資本が
チャネル・キャプテンとして果たしてきた力は
大きく, それが構築した世界でも類をみない特
異な家電流通機構へのカウンターベーリング・
パワー (countervaling power：拮抗力) が本
格的に登場するまでには約 50 年近くの歳月を
要することとなったわけである｡
その間, マーケティングのテキストにみられ
るほとんどすべてのアイデアや手法やテクニッ
クがこの特異な流通機構をベースにメーカー主
導で駆使・展開されてきた｡
筆者に消費者志向でなく生産者志向のマーケ
ティングと直感的印象を抱かせた具体的実体と
して第一に挙げられるのは系列販売店の店頭風
景である｡ 例えば 10 坪～20 坪の狭隘な店舗の
中に特定の 1メーカーのあらゆる種類の家電製
品が他社製品との比較購買さえ認められないま
ま押し込み販売の結果よろしく並べられた系列
販売店店頭は, 伝統的業種小売店として幼い頃
から見慣れたラジオ屋さんの拡張版に過ぎなかっ
た｡ 既述した通りの成立過程をみれば当然のこ
とともいえようが高橋部長も初期の段階から限
界の一つとして意識していたであろう店舗の改
善は, 新しい時代的変化とその要請に対応する
ための残された大きな課題であったといえよう｡
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第 2 に, 比較的に高価でしかもブランド品
(Branded goods) である家電製品のようなケー
スでは製品動機あるいは愛顧動機として最も意
識されるのは価格であろうが, 当時, 家電業界
の価格決定権はメーカーに掌握されており, い
わゆる価格体系あるいは建値制度といわれたシ
ステムの中で各段階ごとに設定されたメーカー
の指示価格で販売され初期には最終消費者に対
する売価は現金正価と称されていた｡ (次第に
メーカー希望価格さらには多くの商品において
はオープン価格へと変化していった)
戦後アメリカのそれをモデルにして制定され
た独占禁止法の再販 (再販売価格維持) 指定品
目には入ってはいなかった家電業界もヤミ再販
(再販類似行為) やヤミ・カルテルの疑いで問
題視され後日, 筆者自身も公正取引委員会の立
ち入り検査に突然直撃されるという実体験をも
つことになった｡ すなわち昭和 41 年 11 月 8 日
の朝オフィスに出勤したところ数人のスーツ姿
の男性が企画課のロッカーから勝手に書類を取
り出していた｡ 驚いたが横に立っていた総務課
の主任から公正取引委員会の方達ですと耳打ち
され 50 数冊のファイルを押収されたが日立の
場合は何事もなかったことはいうまでもない｡
その後, 公取委主催のセミナーに一週間通った
記憶もいま甦ってくる｡ テリトリー制・一店一
帳合制・リベート制・店会制など流通系列化と
関連ある諸制度も法学関係の学者で構成された
独占禁止法研究会によって公正競争阻害要因と
して掲げられて問題視されたし, 寡占業界にお
ける管理価格や価格指導制 (priceleadership：
プライスリーダシップ) による価格の下方硬直
性やオークラ会 (家電 7社社長の会合が東京の
ホテル・オークラで開かれた) パレス会 (実務
担当の役員クラスの会合は東京のパレス・ホテ
ルで開催され高橋部長も出席) などの話題も家
電 7 社の 19 型カラーテレビの価格がすべて
￥198,000 と同一価格であったことなどとも相
まって新聞紙上を賑わせていた｡
ヤミ再販を巡って松下電器と係争中だったダ
イエーの故中内功社長はその著書 ｢わが安売り
哲学｣(6) の中で ｢松下幸之助氏の思想に共鳴し
ているゆえに, 私は松下氏に現在の流通部門の
行く手をもう一度とくと見てほしいと思う｡ そ
のなかで, 生産者の役割, 流通業者の役割を明
確にされることを期待する｡ メーカーは, 良質
の商品を生産しブランドで保証するのが役割で
ある｡ しかし, いったん販売店の所有に帰した
商品の販売価格, 販売方法は商品の所有者であ
る販売業者が決定すべきである｡｣ と述べてい
る｡
昭和 37 年～38 年, 筆者が日立販売専修学校
インストラクターであった当時かなりな時間を
割いてスーパーマーケットの話をしていること
を伝え聞いた日立家電㈱本社のある主任が ｢食
品中心の小売機関であるスーパーマーケットの
話を長々とやっているインストラクターがいる｣
と批判しているとの噂話も聞こえてきた｡ おそ
らくAMA (アメリカ・マーケティング協会)
の用語定義委員会が ｢スーパーマーケットは低
マージン訴求, 広範多様な品揃え, セルフ・サー
ビスそして商品自体の強い訴求などを基盤に主
として食品, グローサリー品目を販売する大規
模小売り機関である｡｣ と 1960 年に定義したの
でも見てそのように批判したのであろう｡ しか
し日立退職後, 日立家電㈱本社を訪れた際に出
会った東京営業所の社員から“市川さんが日立
販売専修学校のインストラクターをされていた
昭和 38 年頃スーパーマーケットの話をよくさ
れていたそうですが, 今それへの対応策が東京
営業所でも大問題となり新しい部門設置をめぐっ
ての議論が盛んになっています｡”という話を
聞かされたのは筆者が日立退職後まだ 2年経っ
たくらいの時であったと記憶している｡ 日立販
売専修学校のインストラクターとして勤務して
いた当時アメリカではすでに急成長したディス
カウント・ハウスがそのディスカウント・セン
ターに食品部門を加え, しかもその部門をロス
リーダー (囮) に利用し始めたりしたためにスー
パーマーケットも対抗上, 家電部門を含む非食
品部門へ積極的に進出し百貨店もこれに加わり,
それぞれが小売機関としてのアイデンティテイ
を喪失しつつ三つ巴のダイナミックな競争を繰
広げていたといったアメリカの小売レベルの実
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情は, 本稿冒頭の拙稿でも既述していた通りで
ある｡ その当時のフォーチュン誌などもかなり
な紙幅を割いて数回の特集を組みその状況を報
じたり, ジャーナル・オブ・マーケティング誌
の 1960 年 7 月号に S. ホーランダー (S. Hol-
lander) 教授が“The Wheel of Retailing”と
いう論文を発表したり, 1963 年 1 月号にはW.
デビッドソン (W. Davidson) 教授も“The
Future of Discounting”といった論文を発表
したりしていた｡ 上掲の拙稿でも引用させて貰っ
ていたが学術論文のような印象を与えるスタイ
ルは避けるために敢えて参考文献やそのページ
数を省略していたことを付記しておきたい(7)｡
そしてアメリカの小売業を参考に急成長した
日本のスーパーマーケットは, かなり早い時期
から家電品を取り扱うようになり, ダイエーが
家電品売上トップの小売機関となったという新
聞記事を読んだのは筆者が昭和 42 年に日立を
退社してからそれ程経っていない時期であった｡
さらにダイエーは PB商品として 5万円台のカ
ラーテレビ“ブブ13D3”を発売したり家電メー
カーのクラウンを傘下におさめたりして話題を
提供していたがその後の経過は周知の通りであ
る｡
そして巨大メーカーによって構築された日本
家電業界の特異な流通機構は簡単には動かなかっ
た｡ 昭和 46 年の中央公論夏季特別号 ｢経営問
題｣ に東京大学・小宮隆太郎教授グループによっ
て共同執筆された ｢家庭電器｣ (150 枚) とい
う力作が発表されているが, その中でとくに家
電業界の流通機構や流通系列化に関連する主な
指摘を箇条書きにして紹介してみると
● 東芝ストアは専売率 80％以上で 4～5,000
店, トップグループで松下製品を 1 店で 80
％以上取り扱う店はナショナル・ショップと
いい, 約 7,000 店にのぼる｡ 日立は専売率 80
％以上の日立チェーンストールが約 3,500 店,
専売率 50％以上の日立ファミリー店は
10,000 店に達している｡ この販売網が新規
参入に対する重大な障壁を形成している｡
● メーカーの系列店では非系列店より高い価
格水準が維持されており, メーカーは実際に
そのような販売政策をとっていたこと, など
の点から, 実際にはメーカーの利潤がかなり
高かったのではないかと推測される｡
● あるメーカーをとると, シェアの高い製品
ではシェアーが低下し, 低い製品では上昇す
るという ｢製品別シェアの平準化傾向｣ が認
められる｡ これは後で述べるように, 家電市
場のシェアが主として系列販売店の数とその
強さによって決まり, また販売店は多種類の
家電製品を取り扱わないと成立しえないこと
に基づくものと思われる｡ すなわち, 日本で
は単一の製品, あるいはごく少数の製品では
販売網が成立しにくく, 多製品が並行して販
売されるという傾向があるために, 製品別シェ
アの平準化が進むのである｡
● ダイエーは昭和 43 年で家電販売が 100 億
円と全売上の 13％を占めたが, さらに 44 年
度は 150 億円, 45 年度 200 億円と急上昇し
ている｡ (中略) このように大型スーパーが
流通マージンを大幅に節約して家電市場に旋
風をまきおこすケースは今後もしばしば見ら
れるものと期待したい｡
● 全日電グループ傘下の大型店のシェアは,
すでに全家電販売額の約 14％を占め (昭和
44 年度) その売り上は急速に拡大している｡
大型店のトップは神戸の星電社であり, 昭和
45 年 125 億円の売り上をあげている｡
などのポイントを挙げカウンターベーリング・
パワー出現への期待も表明している｡
これらは筆者がさきに販売店系列化政策に対
する直感的印象として挙げたもの, そしてその
限界と課題として掲げたものと重なり合う部分
も多いが, 一朝一夕に解決される単純な課題で
はなくその後も紆余曲折を辿ることになり, 家
電市場における各メーカーのシェアは系列販売
店の数と質が決めるという時代はまだ暫く続く
ことになった｡ ダイエーのその後の経過は周知
の通りであるし, 星電社も日本経済新聞社刊
『流通経済の手引き』 第 1 号 (1975 年版) の専
門店業種別ランキング (家庭電器) では売上高
160 億円・店舗数 60 で第一家庭電器に次いで
第 2位を占めていたが, 新しい家電量販店の急
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速な台頭や阪神・淡路大震災の被害などもあっ
て現在はヤマダ電機の傘下に入り 2009 年 7 月
からかつての星電社三宮本店も LABI 三宮と
なっている｡ (写真No.)
しかしカウンターベーリング・パワー登場へ
の期待は決して消え去ったわけではなかった｡
筆者は 1982 年 9 月から約 1 年間, 南カリフォ
ルニア大学に客員研究員 (Visiting Scholar)
として滞在する機会を与えられた｡ 滞在中, 二
間続きの立派なオフィス (日本でいう研究室)
をシェアするよう認めて下さった T. メローン
教授に日本のマーケティング・流通についてプ
レゼンテーションしたいと申し出た時, 全米の
学会でも実業界でも著名なB.エニス教授 (ジャー
ナル・オブ・マーケティングのセクション・エ
ディターの経歴もある) と 2人で聞くからとい
うことになり持参したスライドフィルムを映写
しながらプレゼンテーションを行った｡ その際,
新宿駅西口の当時は安売店という印象そのもの
だったヨドバシカメラ (本稿の写真 No. ⑯⑰
⑱⑲⑳ など) をスクリーンに写しつつその一
人当たり年間売上高 (3 億 1,700 万円) と一人
当たり年間粗利益 (4,515 万円) を示したとこ
ろ B. エニス教授がそれは凄いと大変興味を示
され単価の高い商品だからなと感想を述べられ
たことを今も鮮明に想起している｡ そのヨドバ
シカメラは今や年間売上高約 1,000 億円を誇る
ヨドバシ・ウメダをはじめ有名なヨドバシ・ア
キバ, 2010 年オープンのヨドバシ・キョウト
(売場面積 21,000㎡ と最大級) (写真 No.
) などを展開し, さらにいま好調の JR名古
屋高島屋ビルに隣接して建設予定の新高層ビル
9階～11 階にも出店予定とのことである｡ そし
て表 1 に示す日経MJ 紙第 43 回日本の小売業
調査による 2009 年度の小売売上ランキングで
は家電量販店 1位のヤマダ電機が約 2兆円超で
3 位, エディオンが約 8,200 億円で 9 位, ヨド
バシカメラが 6,830 億円で 11 位, ケーズホー
ルディングスが約 6,480 億円で 12 位, ビック
カメラが約 5,890 億円で 13 位と伝統ある大手
百貨店や上位スーパー, 上位コンビニ・チェー
ンなどを凌ぐ勢いを示している｡
一方, 日立系列販売店 ｢日立チェーンストー
ル｣ (写真 No. ②) を 2000 年代の半ば頃徳島
市で発見し懐かしく記録にとどめて置きたいと
思い撮影させて貰ったが ｢四国では高知にもう
一店が残っているだけです｡｣ という店主の言
葉通り, かっては街中でよく見かけたその外観
を見ることは滅多にない｡ 広島市では旧ナショ
ナルショップだった店がデォデォ・コンビニ店
になっていた (写真 No.) が, いまもなお
パナソニックの看板を掲げて頑張っている店が
時々散見されたり, お年寄りなど特定の顧客ター
ゲットに絞って健闘している地域店が話題にな
る程度になってしまった｡
しかし 2009 年度の小売売上ランキングでは
家電量販店 1位のヤマダ電機, 2 位のエディオ
ンなど新しいカウンターベーリング・パワーと
して登場してきた家電専門量販店の源泉の一つ
はかっての系列販売店を含む地域店であり, い
ま一つはカメラ量販安売店であったことに注目
すべきであろう｡ B. エニス教授がそれは凄い
と大変興味を示され単価の高い商品だからなと
感想を述べられたヨドバシカメラやビックカメ
ラはカメラ量販安売店としてスタートし, 筆者
が新製品として発売されたばかりのセイコー腕
時計を 20％OFF で購入した 1980 年代初頭は,
すでに時計や家電製品にも取扱い商品幅を拡大
していた時期である｡ そして厳しいサバイバル
競争に勝ち残りかつ成功を収めている家電専門
量販店は, かっての系列販売店がもっていた限
界を克服し生活者のさまざまな愛顧動機にそれ
ぞれ細心の配慮と工夫を凝らしつつ魅力に富ん
だ存在へと変身しているのにも着目しておかね
ばなるまい｡ 例えば
○ 価格訴求力
単価の高いブランド品とくに同質的買回品
(M. コープランド教授の商品三分類説を進
化させて E. マッカーシー教授が提唱した)
を中心に販売し, 大量仕入れ大量販売の優位
性を武器にポイント制などとも絡めたその価
格訴求力は極めて大きい｡
○ 立地戦略
｢有楽町そごう｣ を家電専門量販店に変身
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させたのを手始めに (写真 No.), 好
立地のデパートなどを次々に家電専門量販店
に変身させ (新宿の小田急百貨店や名古屋駅
西のアピタ (写真 No.) 店舗展開して
いるビックカメラや大量輸送機関のターミナ
ル近くに出店するヨドバシカメラ (ヨドバシ
梅田やヨドバシ・アキバ) など好立地への店
舗展開が多い｡
○ マーチャンダイジング
消費者の幅広い選択欲求を完全に満足させ
得るようにすべてのメーカーのあらゆる製品
ラインやバラエティを幅広く豊富に品揃えし
ているのはもちろん, パソコン・携帯電話・
カメラといった情報家電や時代の最先端を行
くキープロダクツを提供し商品量の豊富さも
圧倒的である｡ さらにいま, 三菱が新開発し
た電気自動車をヤマダ電機の店頭で販売する
という話題にも, 新しい次元のスクランブル
ド・マーチャンダイジングとして注目してお
きたい｡
○ 店舗・設備
新しいディスプレイやデモンストレーショ
ン設備さらに清潔感のあるトイレに至るまで
きめ細かい配慮が行き届いた店の雰囲気も極
めて魅力的である｡
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表 1
○ 営業時間
土日営業はもちろん営業時間も午後 9時ま
でが多く, 古い商店街にあった系列販売店よ
りも時間的コンビニエンスは大きい｡
○ 人的販売
マニアックな顧客の質問にも答え得るスタッ
フを揃えている店もあり規模の大きさによっ
て可能なものとして評価できる一面もある｡
以上はそれらの一部に過ぎないが, いまその
展開を加速しつつある大型家電専門量販店は合
理的基盤の上に立ち自らが具備すべき資質を,
あらゆる角度から周到に検討し, これにマッチ
すべく細心の努力を払った成果をドラマチック
に具現化した極めてオーソドックスな大規模小
売機関であると認識しておきたい｡
日本の家電業界における流通系列化は消費者
を発想起点として発想されたものではなく, そ
の限界を意識しつつスタートし, ｢アメと鞭｣
の政策としばしば批判されたメーカーのマーケ
ティング・チャネル政策の中で定着し, 世界に
類を見ないユニークな日本の家電流通機構が約
半世紀にわたって続くこととなった｡ しかし終
局的には, マーケティングの基本原則に帰着し
生活者の愛顧動機に最善のかたちで応えたもの
が生き残るということである｡ 約 50 年の歳月
を要したが, 最大のカウンターベーリング・パ
ワーが系列販売店の中から誕生し日本の家電流
通機構をドラマチックに変貌させつつある現実
が今われわれの眼前に展開しつつある｡ 昭和
38 年の拙稿の最後に“現在, 家庭電器の流通
段階にみられるダイナミックな動向も W. R.
デビッドソン氏らもいうように革命 (revolu-
tion) としてではなく新しい進展 (evolution)
として理解したいと思うのである｡”と記述し
たのにもそのような意味が込められていたこと
を改めて銘記しておきたい｡
Ⅴ おわりに
本稿の第Ⅲ章でも詳細に述べた通り筆者は大
学院を終了後, 指導教授である宇野政雄教授の
考え方にも沿うかたちで 6年間の貴重な実務経
験を経て研究者の道を歩むことが出来た｡ 極め
て幸運だったと感謝している｡ その貴重な実体
験をベースに執筆した本稿の作成過程でぜひメ
モしておきたいと感じたいくつかのポイントを
箇条書きにして本稿の結びとしておきたい｡
● マーケティングは実践科学であり戦略・戦
術のどのレベルであるにせよ現実に貢献する
ものでなければならない｡ 論理や言葉のお遊
びだけではナンセンスである｡
アメリカにおける一例として南カリフォル
ニア大学のマーケティング担当のファカルティ・
メンバー約20名の経歴を紹介したパンフレッ
ト ｢USC MARKETING“Experience is
The Key”をみるとすべての人が実務経験者
であった｡ そして USC でオフィスを提供さ
れて数日後, 日経ビジネス 1981 年 11 月 30
日号でも ｢南加大で“ビジネス交渉術”の分
析進む｣ というタイトルで紹介されたオメガ・
プロジェクトの推進者ジョン・グラハム博士
の訪問を受け ｢これまで USC にも何人か日
本からマーケティング研究者が来られたが日
本企業のマーケティングの実際についてよく
知っている人は余りいなかった｡ あなたは日
立でセールス・トレーニングスクールのイン
ストラクターを経験されたこともあるそうな
ので一緒に共同研究しようではありませんか｣
という申し入れを受けた｡ 同博士はカリフォ
ルニア大学のバークレー校においてネゴシエー
ションの研究で博士号を取得し Harvard
Business Review や The Columbia Journal
of World Business などにも, その研究成果
を発表されておりその抜刷りも頂いた｡ そし
て数日後, 具体的な調査票 (対セールスマン
用と対セールスマネジャー用で 10 ページ以
上) を持参し同じ調査項目で日米で調査を行
いそれをベースに論文を纏めようとの提案が
なされた｡ 日本の会社は秘密主義的な面があ
り困難を伴うことを説明したが, アメリカの
ビジネスマンの交渉スタイルをジョン・ウエー
ン・スタイルと名付けた同博士自らがそのタ
イトル通りの強引な 2進法で説得され, まず
筆者がその英文の調査票を日本語に訳し, そ
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れを日本語と英語に堪能な第三者に再び英語
に翻訳して貰いジョン・グラハム博士の質問
票と相違ないことを確認して日本語の調査票
を完成するバック・トランスレーションとい
う手法で調査票を完成し, ともかく日本に持
ち帰った｡ 帰国後, 日立販売専修学校を訪問
しかつて次期インストラクターであった大塚
インストラクターが約20年の歳月を経てヘッ
ドインストラクターとして再び日立販売専修
学校に勤務されていたのを幸いに協力を要請
したとことろ㈱日立製作所本社人事部の了承
が得られれば協力するということになった｡
早速筆者が㈱日立製作所本社人事部に赴き手
続きを経て調査票の印刷から回収まで日立の
サポートを受けて作業を終了することが出来
た｡ その後ジョン・グラハム博士も中京大学
の研究室を訪れ, さらにその後もう一人の共
同研究者であるヤオ・アポス博士が名古屋を
訪問し記入済みの調査票を自ら持ち帰り
USC のコンピューターにかけて調査結果
がまとめられた｡ それをベースにした論文
“MANAGING Y0UR SALES FORCE IN
JAPAN AND US”が“EURO－ASIA
BUSINESS REVIEW”誌の JANUARY
1987 号に, そして“Corporate Culture and
Sales Force Management in Japan and
America”が Journal of Personal Selling &
Sales Management 誌の November 1987 号
に共同研究の成果として掲載された(8)｡ また
1986 年 3 月 12 日 (夕刊) の朝日新聞文化欄
に掲載された拙稿の大見出しは“ジョン・ウェ
イン対大石内蔵助に似る”となっていた｡ こ
のような成果が得られたのもすべて実務を経
験させて頂いた日立のお蔭と感謝している｡
● 研究内容は高度で深くなければならないが
発表方法は平易・明快でなくてはならないと
いうことは恩師の宇野教授からしばしば指摘
されたところであるが, この点も強調してお
きたい｡ 日立販売専修学校にインストラクター
として勤務していた当時, 久保村隆祐教授が
よく言及・引用されていた権威あるハーバー
ド・ビジネス・レビュー誌に掲載されたジョ
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第 3 図
ン・グラハム博士の論文中の 1ページは全体
がカーボウイ姿のジョン・ウエーンのイラス
トで飾られていた(9)｡ (第 3 図参照)
● 実践科学としてのマーケティングにおいて
も先人の知識や知恵を吸収できるライブラリー・
リサーチが極めて重要であることは言うまで
もない｡ まずテーマに関連ある国内・海外の
文献・資料を可能な限り渉猟することからス
タートすべきべきである｡ 長く日本広告学会
の会長を勤められた小林太三郎教授が ｢自分
で素晴らしいアイデアが浮かんだと思っても
似たようなことをすでに誰かが発表している
ことも多いよ｡｣ といわれたのを思い出すこ
と頻りである｡
● 収集した文献や資料の中でとくに重要なも
のは大切に保存しておくべきである｡ 本稿も
石川栄治氏の論文が掲載された ｢マーケティ
ングと広告｣ 誌の昭和 36 年 8 月号が手元に
現存していたからこそ“自己証明は証明にあ
らず”といわれる危惧の念を抱かずに自論を
展開できた｡
● ただし事例研究における情報収集はとくに
正確を期すべきで誤った情報源の怖さを知ら
ねばならない｡ 引用する文献・活字資料が何
時も正しいとは限らない｡ 誤った資料をベー
スに事実に反することを学会で発表したり活
字にしてしまったら致命傷になりかねないこ
とを忘れてはならない｡
● 研究成果は公刊される文献・資料に発表年
月日を明記した形で活字にしておくことを,
これからの若いマーケティング研究者にも推
奨しておきたい｡ 昭和 38 年の拙稿を保存し
てあったことが本稿執筆の動機にもなったし,
その議論を展開する支えにもなった｡
注
 当時, 文献などで配給径路と配給経路の両方
が用いられていたが日本商業学会で配給経路に
統一されたという話を聞いてそれを用いること
にした｡
またマーケティングといったカタカナ表記は
文部省に提出する書類などでは認められないこ
ともあると聞いていた｡
 電通動機調査研究所 ｢企業イメージの把握方
法と実例｣ 『生産性』 臨時増刊, 日本生産性本部,
昭和 36 年 11 月 15 日, p. 120
 H, L. ハンセン著, 宇野政雄監修, 市川繁・
十合共訳 『マーケティング』 日本生産性本部,
昭和 48 年 5 月, p. 326
 市川 繁著 ｢フレキシブル・マーケティング｣
中央経済社, 平成 2年 12 月, pp. 133-136
 市川 繁著 ｢フレキシブル・マーケティング｣
中央経済社, 平成 2年 12 月, pp. 130-131
 中内 功著 ｢わが安売り哲学｣ 日本経済新聞
社, 昭和 44 年 1 月, p. 42
 例えばフォーチュン誌が当時ハーバード・ビ
ジネス・スクールのMalcolm McNair 教授から
アメリカ歴史上に名を残す 6 大商人の一人とし
て指名されたユージン・フーカフ (Eugene
Ferkauf) の名も最初のページに登場する
Charles E. Silberman,“The Revolutionist of
Retaling”, FORTUNE April 1962 を皮切りに
大きなページを割き激動するアメリカ小売業の
実情を紹介した論文を 4 回にわたり新シリーズ
で掲載している｡ 第 2 回 Charles E. Silberman,
“Discounters Choose Their Weapons”, FOR-
TUNE, May1962, 第3回Charles E. Silberman,
“The Department Stores Are Waking Up”,
FORTUNE, July 1962, 第 4 回 Carl Rieser, The
Short-Order Economy ”, FORTUNE , August
1962 と続く読み応えのあるシリーズであった｡
また S. Hollander,“The Wheel of Retailing”,
Journal of Marketing, July 1960 やW. David-
son,“The Future of Discounting”Journal of
Marketing, January, 1963 なども大いに参考に
させて頂いた｡
	 John L. Graham, Shigeru Ichikawa and Yao
apasu“MANAGING YOUR SALES FORCE
IN JAPAN AND US”, EURO－ASIA BUSI-
NESS REVIEW, January 1987, pp. 37-40.
Yao apasu, Shigeru Ichikawa and John L.
Graham,“Corporate Culture and Sales Force
Management in Japan and America”, Journal
of Personal Selling & Sales Management, No-
vember 1987, pp. 51-62

 John L. Graham and Roy A Herberger, Jr.
“Negotiators abroad―don't shoot from the
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hip”, Harvard Business Review, July-August
1981, pp. 160-168
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①昭和 30 年代の日立チェーン・ストール
③日立販売専修学校内に作られた実習用モデル店舗
④教室風景とモデル店舗
⑥昭和 36 年に建てられた日立販売専修学校
②四国で最後まで残っていた 2 店のうちの1 店(徳島市)
⑤大手特約店・八州電機㈱本社 (東京新橋)
⑦宿泊施設 (芙蓉寮)
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⑧昭和 30 年代のナショナル・ショップ
⑩昭和 30 年代のナショナル・ショップ店頭
⑫ナショナル・カラーの小型トラック
⑭パナソニックというブランドネームは
昭和 30 年代からナショナルと併用されていた
⑨昭和 30 年代の東芝ストア
⑮ソニー坊や
⑪複数メーカーの看板を掲げたサンヨー薔薇チェーン店
⑬ナショナル・ショップでみられたビクターの POP 広告
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⑯1980 年代初め頃のヨドバシ・カメラ
⑱1980 年代初め頃のヨドバシカメラ
2005 年のヨドバシ・ウメダ
洗練されたヨドバシ・キョウト(2010 年オープン)
⑰近くで競合していたカメラのドイ
⑲1980 年代初め頃のヨドバシカメラの店内
⑳1980 年代初め頃のヨドバシカメラ店内
2005 年のヨドバシ・アキバ
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有楽町そごうがビックカメラに 有楽町そごうがビックカメラに(有楽町駅ホームより)
有楽町そごうがビックカメラに (夜景) ビックカメラ新宿店 (小田急デパート)
ビックカメラ池袋店 名古屋駅西口アピタがビック
カメラに (新幹線ホームより)
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広島のデオデオ本店 (エディオンHD) 名古屋のエイデン本店 (エディオンHD)
元ナショナル・ショップが
デオデオのコンビニショップへ
エイデン桑名店 (2010)
ケーズデンキ名古屋一社店 (2010) コジマ名古屋熱田店 (1999 頃)
日本の家電業界における流通系列化への一視角
中京経営研究 第20巻 第1・2号 39
 2010 年の LABI 新宿(ヤマダ電機)  2004 年頃のせいでん三宮本店
ヤマダ電機広島店 2004 年頃のせいでん三宮本店入口
LABI ナンバ(ヤマダ電機) せいでん三宮本店から LABI 三宮へ(2010 年)
